
『障がい者差別解消法』

ー当事者の視点からー
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差別解消法（さべつかいしょうほう）フォーラム

光増昌久（みつます まさひさ）
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しょう しゃ さべつ かいしょうほう

とう じ しゃ してん



はじめるにあたって

•保育所（ほいくしょ）で、高齢者施設（こうれいしゃしせつ）で、障害者
施設（しょうがいしゃしせつ）で、不適切（ふてきせつ）な支援（しえん）
や、虐待（ぎゃくたい）が起（お）きています。

• きがおもく、やりきれない気持（きもち）の毎日（まいにち）がつづいて
います。

•差別（さべつ）も偏見（へんけん）もない社会（しゃかい）を市民（しみ
ん）が協力（きゅりょく）・連携（れんけい）して創造（そうぞう）しません
か？



今日（きょう）は差別解消法（さべつかいしょうほう）に関（かん）してわ
かりやすく話（はな）します

•差別（さべつ）って何（なん）でしょうか？

•合理的配慮（ごうりてきはいりょ）ってことば知
（し）っていますか？

•やさしくひもといてみましょう！
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共生社会の実現のために

•障害者差別解消法は、障害のある人も、互

いに、その人らしさを認め合いながら、共に

生きる社会（共生社会）をつくることを目指し

ています。
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きょうせいしゃかい じつげん

しょうがいしゃさべつかいしょうほう
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障害者差別解消法では、企業や店舗などの事業
者や行政機関等が、障害のある人に対して、

「不当な差別的取扱い」を禁止し、「合理的配慮の
提供」及び「環境の整備」を行うこととしています。

障害者差別解消法を推進することで、障害のある
人とない人が実際に接し、関わり合う機会が増え
ると考えられます。こうした機会を通じ、障害のあ
る人とない人が、お互いに理解し合っていくことが、
「共生社会」の実現にとって大きな意味をもちます。



障害者差別解消法

•法の対象範囲について

対象となる「障害者」は？（障害者の定義）

障害者差別解消法では、「障害者」とは、障害者手帳をもっている人
のことだけではありません。

身体障害のある人、知的障害のある人、精神障害のある人（発達障
害や高次脳機能障害のある人も含まれます）、その他の心や体のは
たらきに障害（難病に起因する障害も含まれます）がある人で、障害
や社会の中にあるバリアによって、日常生活や社会生活に相当な制
限を受けている人すべてが対象です。（障害児も含まれます。）
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対象となる「事業者」は？（事業者の定義）

障害者差別解消法では、「事業者」とは、商業その他の事業を行う企
業や団体、店舗であり、目的の営利・非営利、個人・法人の別を問わ
ず、同じサービス等を反復継続する意思をもって行う者となります。

個人事業主やボランティア活動をするグループなども「事業者」に入り
ます。

対象となる「分野」では？

教育、医療、福祉、公共交通など、日常生活及び社会生活全般に係
る分野が広く対象となります。

※雇用、就業については、「障害者の雇用の促進等に関する法律（昭
和３５年法律第１２３号）」の定めるところによることとされています。



差別の種類

差別とは・・・

 不均等待遇

ごうりてき はいりょ

 「合理的配慮」を受けないこと

札幌みんなの会学習会資料から 関哉弁護士資料を一部修正
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不均等待遇（働く）

 「障害がある」と伝えたら採用してもらえなかった。

 「漢字が書けない人は採用できない」といわれた。

不均等待遇（サービス）
 「手帳を持っている人」は入れない喫茶店、プール

 「安全を確保できない人」は使えない遊園地
不均等待遇（住む）

 障害があると伝えたら、家を借りられなかった。
 グループホームを建てるのに、近所の人の「同意」
が必要といわれた。
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合理的配慮がない（働く）

 上司から、「先輩の仕事をみて勉強しろ」とい
われたが、そんな説明では分からない。

 仕事の手順がわからず、ミスが多くなる。

合理的配慮がない（情報）

 資料にルビがふってないので、読みづらい。

 会議に参加したが、うまく伝えられない。
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なぜ差別解消法が必要か

 社会に差別を知ってもらう

 あたりまえに暮らす権利

 相談・調停・仲裁・裁定

「相談ができる」

「間に入って解決してくれる」

く けんり
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障害者権利条約では，障害に基づくあらゆる差別を禁
止しています。
ここで言う「差別」とは，障害者であることを理由とする
直接的な差別だけでなく，例えば過度の負担ではない
にもかかわらず，段差がある場所にスロープを設置しな
いなど，障害者の権利の確保のために必要で適当な調
整等を行わないという「合理的配慮の否定」も含まれる
ということが，明確に示されています。
またこの条約は，障害者が他の人と平等に，住みた
い場所に住み，受けたい教育を受け，地域社会におけ
るサービスを利用できるよう，障害者の自立した生活と
地域社会への包容について定めています。さらに，条
約の内容が実施されているかを監視する機関を国内に
設置することが明記されています。

■条約の主な内容

外務省HPから 13

2014年1月20日，我が国は
障害者権利条約を批准しました。

http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/jinken/index_shogaisha.html


■“私たちのことを，私たち抜きに決めないで”

条約の起草に関する交渉は，政府のみで行うのが通
例ですが，このアドホック委員会では，障害者団体も同
席し，発言する機会が設けられました。それは，障害当
事者の間で使われているスローガン「“Nothing About 
Us Without Us”（私たちのことを，私たち抜きに決め
ないで）」にも表れているとおり，障害者自身が主体的
に関与しようとの意向を反映し，名実ともに障害者のた
めの条約を起草しようとする，国際社会の総意でもあり
ました。日本からも延べ200名ほどの障害者団体の関
係者が交渉の行われた国連本部（ニューヨーク）に足を
運び，実際に委員会を傍聴しました。日本の政府代表
団には，障害当事者が顧問として参加し，日本は積極
的に交渉に関与しました。2002年から8回にわたるアド
ホック委員会の会合を経て，2006年12月13日，障害者
権利条約が国連総会で採択されました。

外務省HPから 14

http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/jinken/shogaisha.html


「障害を理由とする差別の禁止に関する法制」について
の差別禁止部会の意見から

平成２４年９月１４日

障害者政策委員会差別禁止部会

なぜ きんし（禁止）から かいしょう（解消）？
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理念
重要な３つの視点。

１、差別の解消に向けた取組の重要性

全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられること
なく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会
を実現するためには、障害者が日常生活又は社会生活を
営む上で直面する社会的障壁をなくすことが重要であり、
なかでも、障害者の完全参加と平等に大きな制約をもた
らす見えざる社会的障壁としての差別は早急に解消され
なければならないこと。
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２、相手方を一方的に非難し制裁を加えようとするもの
ではないこと

この差別をなくそうとする試みは、人類普遍の原理を希
求するものであり、障害の有無にかかわらず個人の尊厳
を認め合う社会の実現に資するものである。
ゆえに、本法は、差別者・被差別者という形で国民を切
り分けてこれを固定化し、相手方を一方的に非難し制裁
を加えようとするものであってはならず、今後、差別者・
被差別者を作り出さないためにも、国民誰しもが理解し
得る共生社会の実現に向けた共通のルールとして機能
することが重要であること。
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３、差別の解消がこれからの社会により活力を
与えるものであること

属性や能力において多様性に富む個人により構成
される社会において、それぞれがその力を発揮し、
お互いに支え合っていくには、その間に存する差異
は尊重されるべきであり、障害者の完全参加と平等
の実現は、特に少子高齢化が進行する我が国に
とって社会全体に活力を与えるものであること。
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障害を理由とする差別の解消の

推進に関する法律

障害者差別解消法
しょうがいしゃ さべつ かいしょうほう
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（目的）

この法律は、障害者基本法（昭和四十五年法律
第八十四号）の基本的な理念にのっとり、全ての
障害者が、障害者でない者と等しく、基本的人権
を享有する個人としてその尊厳が重ぜられ、その
尊厳にふさわしい生活を保障される権利を有する
ことを踏まえ、
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障害を理由とする差別の解消の推進に関する
基本的な事項、行政機関等及事業者における障
害を理由とする差別を解消するための措置等を
定めることにより、障害を理由とする差別の解消
を推進、もって全ての国民が、障害の有無によっ
て分け隔だてられることなく、相互に人格と個性
を尊重し合ながら共生する社会の実現に資する
ことを目的とする。
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（国民の責務）

第四条

国民は、第一条に規定する社会を実現する
上で障害を理由とする差別の解消が重要で
あることに鑑み、障害を理由とする差別の解
消の推進に寄与するよう努めなければならな
い。
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（社会的障壁の除去の実施についての必要
かつ合理的な配慮に関する環境の整備）

第五条 行政機関等及事業者は、社会的障
壁の除去の実施についての必要かつ合理的
な配慮を的確に行うため、自から設置する施
設の構造の改善及び設備の整備、関係職員
に対する研修その他の必要環境の整備に努
めなければならない。
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第二章 障害を理由とする差別の解消
の推進に関する基本方針

第六条 政府は、障害を理由とする差別の
解消の推進に関する施策を総合的かつ一
体的に実施するため、障害を理由とする差
別の解消の推進に関する基本方針（以下
「基本方針」とう。）を定めなければならな
い。
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２ 基本方針は、次に掲げる事項について定めるもの
とする。

一 障害を理由とする差別の解消の推進に関する施
策に関する基本的な方向
二 行政機関等が講ずべき障害を理由とする差別を
解消するための措置に関する基本的な事項

三 事業者が講ずべき障害を理由とする差別を
解消するための措置に関する基本的な事
四 その他障害を理由とする差別の解消の推進
に関する施策に関する重要事項
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３ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣
議の決定を求めなければならない。
４ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成しようと
するときは、あらかじめ、障害者その他の関係者の
意見を反映させるために必要な措置を講ずるととも
に、障害者政策委員会の意見を聴かなければなら
ない。
５ 内閣総理大臣は、第三項の規定による閣議の
決定があったときは、遅滞なく、基本方針を公表し
なければならない。
６ 前三項の規定は、基本方針の変更について準
用する。 26
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ほっかいどう たいおうようりょう

北海道の対応要領ーサポートブック
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だれもが暮らしやすい地域づくりのために

○障害者権利条約 －－世界のきまり

○日本国憲法－－－－－日本のきまり

○障害者基本法

○障害者虐待防止法

○障害者差別解消法

○障害者雇用促進法

北海道
障がい者条例
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北海道障害者条例

•「北海道障がい者及び障がい児の権利擁護並
びに障がい者及び障がい児が暮らしやすい地
域づくりの推進に関する条例」（略称：北海道障
がい者条例）は、障がいのある方の権利擁護や
障がいがあることを理由に差別、虐待を受ける
ことのない暮らしやすい地域づくりを目的とする
ものとして、平成22年4月1日に施行されました。

ほっかいどう しょうがいしゃ じょうれい



【北海道障がい者条例とは】

〇北海道障がい者条例は、障がいのある人の権利を守りなが
ら、暮らしやすい地域をみんなで作りましょうという条例です。

〇障がいのある人が、町に出かける、自分にあった職場で働く
など、暮らしたい町で、安心して暮らせる地域づくりをめざして
います。

〇障がいがあっても、住み慣れたまちでずっと暮らしていける
というのはみんなの願いです。

障がいのある人が当たり前に暮らせる地域は、誰にとっても
暮らしやすい地域です。



〇この目標を実現するために、北海道では次の
3つの取り組みを進めています。

・暮らしやすい地域づくりを進めよう
・障がいのある人が働くのを応援しよう
・障がいを理由にした虐待や差別をなくそう



北海道のさくせいしたパンフレット

•作成するにあたり、当事者のみなさんの意
見をさんこうにしています。
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札幌市のパンフレットから
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障がいのある方へのよりよい対応ができるためのページ

障がいのある人もない人も、ともに生きる社会をつくることを目指し、
「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（障害者差別解消法）
が平成28年4月1日に施行されました。
このページでは、障がいのある方へのよりよい対応ができるために役立つ
情報を掲載しております。

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/shf/yoriyoitaiougadekirupe-zi.htm

パンフレット「だれもが暮らしやすい地域づくりのために」（H
２８．７ 作成）

表紙
2～5ｐ
6～7ｐ
8～11ｐ
12～15ｐ
16ｐ

障害のある方へのよりよい対応ができるサポートブック（H
２７．１２ 策定）

ＰＤＦ

合理的配慮事例集（H２９．８ 改訂版）
ＰＤＦ
ＰＤＦ（るび）

北海道障がい者条例パンフレット ＰＤＦ

障害者差別解消法パンフレット（道作成） ＰＤＦ

障害者差別解消法について（内閣府ＨＰ） リンク

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/file.jsp?id=944115
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/file.jsp?id=944116
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/file.jsp?id=944117
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/file.jsp?id=944120
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/file.jsp?id=944128
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/file.jsp?id=944131
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/file.jsp?id=872053
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/file.jsp?id=1039581
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/file.jsp?id=1039592
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/file.jsp?id=873357
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/file.jsp?id=856618
http://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/sabekai.html


http://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/jirei/

合理的配慮等具体例データ集について
障害者差別解消法は、全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合
いながら共生する社会の実現に向け、障害を理由とする差別の解消を推進することを目的として、平成28年4月に施
行されます。このページでは、合理的配慮等の具体的な事例をご紹介します。

合理的配慮は、障害の特性や社会的障壁の除去が求められる具体的場面や状況に応じて異なり、多様かつ個別
性の高いものです。建設的対話による相互理解を通じて、必要かつ合理的な範囲で、柔軟に対応がなされるもので
あり、本データ集に事例として掲載されていることを以て、当該事例を合理的配慮として提供しないことがただちに法
に違反するもの（提供を義務付けるもの）ではない点にご留意ください。

御利用にあたって
参考事例集は、合理的配慮や不当な差別的取扱いの具体例だけではなく、いわゆる事前的改善措置・環境整備に
あたる内容も含んでいます。

本データ集には、内閣府の管理下にない外部のウェブサイトへのリンクが多く含まれます。外部のウェブサイトの操
作方法・不具合等は各ウェブサイトの管理者にご確認ください。

内閣府共生社会
ホームぺ―ジ



生活の場面から探す

障害の種別から探す

全 般 視 覚 障 害 聴 覚 障 害

盲 ろ う 肢 体 不 自 由 知 的 障 害

精 神 障 害 発 達 障 害 難 病 等

行政機関 教育 雇用・就業 公共交通

医療・福祉 サービス
（買物、飲食店など）

災害時



鳥取県のとりくみ

あいさぽーと運動について【鳥取県】

目的

誰もが、様々な障がいの特性、障がいのある方が困って
いることや、障がいのある方への必要な配慮などを理解
して、障がいのある方に対してちょっとした手助けや配慮
などを実践することにより、障がいのある方が暮らしやす
い地域社会（共生社会）を実現することを目的としていま
す。

誰もが共に生きるサポーターへ

「あいサポート運動」は、地域の誰もが障がいのあるかたと共に生きる
サポーターになっていただく取り組みとして、平成21年11月28日に鳥取県
独自の運動としてスタートしました。
まず、様々な種別の障がいを知ることからはじめます。障がいを知ることに
より、障がいのあるかたが日常生活で困っていることを理解します。そしてそ
れぞれに必要な配慮や手助けを、できることから実践していこうという運動で
す。具体的には、次の4つを実践していただきます。

55



4つの実践

１．障がいについて理解しましょう

２．こんな配慮をお願いします

３．声をかけ、手助けを行いましょう

４．あいサポートバッジを身につけましょう
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あいサポートバッジについて

障がいのある方を支える「心」を２つのハートを重ねることで
表現しました。後ろの白いハートは障がいのある方を支える
様子を表すとともにお、「supporter(サポーター）」の「S」を表

現しています。ベースとしている「橙色」は、鳥取県出身で日
本の障がい福祉に尽力された糸賀一雄（いとがかずお）氏の
残した「この子らを世の光に」という言葉の「光」や、「暖かさ」
をイメージしています。また、「だいだい（代々）」にちなみ、あ
いサポーターが広がって、共生社会の実現が達成される期

待も込められています。・・・・・・・・・・・
。
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http://www.pref.tottori.lg.jp/246245.htm
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http://www.pref.tottori.lg.jp/246245.htm
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ヘルプマーク・ヘルプカード
札幌市は、外見からは障がいがあることが分からない方などに対し、札幌市民全
体で合理的配慮を提供しやすい環境を作っていくため、ヘルプマーク・ヘルプカー
ドを導入します。これにより、援助や配慮を必要としている方々への市民理解が深
められ、支援の輪がさらに広がることを期待しており、札幌市が目指す「心豊かに
つながる共生のまち」の実現に向けた新たな取組になるものと考えられます。

ヘルプマークとは

周囲の方々に援助や配慮が必要なこと
を知らせることができるストラップ型の
マークです。
対象となる方（例）
・義足や人工関節を使用している方
・内部障がいや難病の方
・妊娠初期の方
・その他援助や配慮を必要とする方 62



ヘルプカードとは
緊急連絡先や必要な支援内容などが記載でき、障がいのある方などが
普段から身に着けておくことで、日常場面で困ったとき、緊急時、災害時な
どに、周囲の援助や配慮をお願いしやすくするカードです。

対象者
周囲から助けが必要なときにヘルプカードを活用したい方

二つ折り、両面で、財布などに入れられる大きさです（縦55㎜、横85㎜）。
63
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札幌市内でも過去こんな施設コンフリクト

•道立の児童相談所、心身障害者総合相談所、特別支
援教育センターの建物建設

•南区の知的障害者施設

•豊平区の知的障害者通所授産施設

•西区の身体障害者通所授産施設、福祉ホーム

•北区の自閉症者のケアホームなどの新設の時に地域
住民の反対運動があった。北区のケアホームの事例は
建設を中止した。
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反対運動（はんたいうんどう）で

東京都文京区
（とうきょうと ぶんきょうく）

NHK首都圏ネットワークの
ホームぺージより
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へんけんと ごかいではんたいされる
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施設コンフリクト 川崎市のグループホーム
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http://mainichi.jp/graph/2015/01/01/20150101ddm041040040000c/001.html


地域の理解ないまま開所も

グーグルマップより引用

ち いき り かい かいしょ
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障害者差別解消法では

附帯決議で
全国各地で起こっているグループホーム等の開設、建設反対
運動に関しては、

• 「国及び地方公共団体において、グループホームやケアホー
ム等を含む、障害者関連施設の認可等に際して周辺住民の
同意を求めないことを徹底するとともに、住民の理解を得るた
めに積極的な啓発活動を行うこと。」

「障害を理由とする差別に解消の推進に関する法律案」（骨子
案）Ｐ４．６．差別解消のための支援措置
（２）啓発活動

•障害者支援施設（グループホーム、ケアホーム等を
含む。）の立地をめぐる反対運動等のケースを踏ま
え、行政において障害者支援施設の認可に際して
住民の同意を求めないことや、行政が住民に対して
啓発を行う。

70



コンフリクト・マネージメント
• 社会福祉施設における施設コンフリクトに対しても、環境施設でのコンフリ
クト・マネジメント手法の一つである、「リスクコミュニケーション手法」を用
いたアプローチが有効であることが明らかになりました。

このリスクコミュニケーションでは、コンフリクト当事者間の信頼の醸成を
目指します。つまり、社会福祉施設における施設コンフリクトにおいても、当
事者間の信頼が合意形成のための必要条件のひとつだと言えるのです。
また、地域住民と施設及び施設関係者との信頼が施設コンフリクトの合意
形成に重要な影響を及ぼしていると考えると、これまで社会福祉施設にお
ける施設コンフリクト解消のために必要だと考えられて施設及び利用者へ
の理解は、施設コンフリクトが解消されて合意形成に至り、施設が開設され
た後に時間をかけて形成されるものであると言えます。

また、施設コンフリクト発生後は、地域住民ー施設間の交渉ではなく第三
者が介入することによって、客観的な立場で交渉を行うことが可能となり、
その結果、施設コンフリクトは合意形成に至るということもわかりました。そ
の際の仲介者の役割は、コンフリクト問題解決に向けたマネジメント機能を
果たすことです。

（大阪市立大学大学院生活科学研究科・生活科学部 人間福祉学科 准
教授 野村恭代 生活科学最前線！ 研究だより VOL17:施設コンフリクト
とリスクコミュ二ケーション）



「施設コンフリクト」の定義

施設コンフリクトとは、

（１） 施設とその周辺住民との間で発生し、

（２） 施設とその周辺住民との目標に相違があり、

（３） それが表出していることにより、

（４） 当事者がその状況を知覚している状態である。
野村恭代『精神障害者施設におけるコンフリクト・マネジメントの手法
と実践ー地域住民との合意形成に向けてー』明石書店、２０１３．



※ご清聴ありがとうございます。
参考・引用ホームページなど

•内閣府共生社会ホームページ

•外務省ホームページ

•厚生労働省ホームページ

•北海道障害者条例ホームページ

•札幌市障害福祉課ホームページ

•鳥取県ホームページ

• NHK首都圏ネットワークホームページ

•札幌みんなの会

• メールでの問い合わせ先 mmitsumasu3@aol.com
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